平成24～25年度厚生労働科学研究費補助金（地域医療基盤開発推進研究事業）
分担研究報告書
プライマリ領域の高度な臨床実践を行う看護師の継続研修プログラムのあり方

　　－大学院修了者を対象とした高齢者総合診療に関する研修の構築と評価－
研究協力者：桜井 礼子（大分県立看護科学大学・教授）　
福田 広美（　　　同上　　　　　・准教授）
宮内 信治（　　　同上　　　　　・准教授）

遠藤 英俊（国立長寿医療研究センター・内科総合診療部長）
町屋 晴美（　　　同上　　　　　　　・看護部長）
伊藤 眞奈美（　　同上　　　　　　　・副看護部長）
　　　　　　　　


A. 研究目的

　厚生労働省平成22年度特定看護師（仮称）養成　調査試行事業実施課程（大学院）におけるプライマリ領域の修了者で、平成23年度特定看護師（仮称）業務試行事業、平成24年度看護師特定行為・業務試行事業の対象看護師として活動している修了生に対して、実践能力を維持・向上させていくためには、最新の知識や技術を取り入れた継続教育が重要である。特に、教育課程（大学院）を修了後、多くの修了生は病院に勤務し１年間、研修医と同等の研修を受けることが多い。しかし、その後のスキルアップのための継続研修は、系統的な研修はなく、今後開発が必要である。
本研究では、プライマリ領域の平成22年特定看護師（仮称）養成 調査試行事業実施課程（大学院）の修了生を対象とした継続研修のモデルを構築するため、平成24年度・25年度に長寿医療研究医療センターの協力を得て、研修の企画・実施・評価を行い、今後の研修のあり方を検討した。
B. 研究方法
1. 研修の企画

研修施設は国立長寿医療研究センター（愛知県大府市）に協力を得て、高齢者の診療に関する最新の知識や技術の修得を目指した継続研修を企画した。研修の企画は、研修対象者の意見をもとに研修施設の指導医および看護部指導者、研究者が研修内容の検討を行い、以下の研修を企画した。

1) 研修の対象者
　厚生労働省平成22年度特定看護師（仮称）養成  調査試行事業実施課程（大学院）におけるプライマリ領域の修了生で、平成24年度は修了後2年目の修了生とし、平成25年度は修了後2年目と1年目の修了生も一部対象とした。

2) 研修方法
研修期間は1週間（5日間）とし、研修は、平成24年度に4回（平成24年11～12月）、平成25年度に3回（平成25年12月～平成26年1月）実施した。

研修参加者が設定された各研修期間の中から、実施可能な研修コース（１週間１回）を選択した。なお、１回の研修者人数は3名を上限とした。

3)研修内容
研修は、①高齢者総合診療コース、②認知症診療コースの2つを企画した。どちらのコースも、入院患者１事例を受け持ち、事例を通して、高齢者総合評価（Comprehensive Geriatric Assessment以下、CGA）や臨床推論、治療・ケアについて、認知症の検査、治療等について実践的な学習とした。また、物忘れ外来、地域連携、認知症ケア病棟等での体験学習なども組み込んだ。さらに、研修参加者が個別に希望した研修内容を適宜プログラムに組み込むこととした。
4) 研修環境の整備

研修期間中、研修生が自己学習できるスペースを施設側に確保、参考図書を整備した。
2. 研修の評価 

1) 研修参加者に対する質問紙調査
研修参加者には、質問紙で①研修に対する満足度、②研修中の高度な臨床実践を必要とする行為に関する経験、③研修の期間や時間配分等に対する意見を聞いた。
2) 能力評価指標による研修の自己評価
研修生の自己評価はプライマリ領域における高度な臨床実践を行う看護師の高齢者総合診療に求められる能力を評価するために、米国の高度実践看護師のコンピテンシーを参考に、臨床能力評価指標として7領域（合計37項目）を作成し、項目別にA：すぐれた実践ができる、B：実践できる、C：改善を要する、の3段階評価とした（表1）。
表1　臨床能力評価指標の評価項目
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1  ヘルスプロモーション、疾病予防、治療（6項目）

2 ケアプラン作成と治療の実践（6項目）

3 看護師－患者・家族関係（7項目）

4 教育指導（5項目）

5 他職種との連携（6項目）

6 倫理観・態度(3項目）

7 社会的支援（4項目）


平成24年度は研修後の評価に、平成25年度は研修前後の評価に使用した。
3) 研修施設の指導者等の意見
研修受け入れ施設の指導医と看護部担当者指導者からは、研修中の参加者への指導やケースレポートのプレゼン等を通しての他者評価、および研修に対する意見を得た。
4) 倫理面への配慮

　調査は、大分県立看護科学大学の研究倫理安全委員会の承認を得て実施した。参加者には、調査依頼書、質問紙および評価票をメールにて送付、調査回答は自由意思であること、個人が特定されないようにデータを取り扱うことを依頼書に明記し、回答をもって同意とした。
C. 研究結果　
1. 研修参加者の人数と背景

平成24年度.25年度で合計14名であった。研修参加者の背景を表2に示す。
表2　研修参加者の人数と背景
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2．質問紙調査の結果
質問紙調査の回答は、平成24年度は参加者8名全員から、平成25年度は参加者6名中4名から回答を得た。
1) 研修の満足度 

研修に対する満足度を、表3に示す。
表3　研修に対する満足度
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どちらとも

いえない

計

H24(人) 5 1 2 8

H25(人) 2 0 2 4

合計(人) 7 1 4 12

58.3% 8.3% 33.3% 100.0%


満足と回答したものは、「CGA評価、老研式活動能力指標、介護負担感尺度等の身体機能、社会的環境評価等が経験でき、高齢者の総合評価や認知症の診断（の理解）について研修を実施できた」、「物忘れ外来の初診や高齢者外来の見学、入院患者の事例を通して高齢者に対する診療の一連の流れを理解しながら実践することができた」、「高齢者医療における医師の行う診断プロセスで必要な、画像評価や、医師による診断後や経過フォローの中で重要となる薬剤投与や調整などが学習できた」、「研修施設の医療者の診療に対する姿勢、認知症診療を含めた総合診療の最前線の基本を経験することができた」などの意見であった。
2) 高度な臨床実践を必要とする行為の実施状況
　研修期間に希望した高度な臨床実践を必要とする行為を経験することができたかについての結果を表4に示す。
表4　高度な臨床実践を必要とする行為の経験
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「いいえ」と回答した者は、職場でも高度な臨床実践を必要とする行為をすることがない者であった。また「どちらでもない」と回答した者は、どのような項目が研修で実施できるのかがわからず特に希望をしなかった者であった。研修生から希望のあった高度な臨床実践を必要とする行為に関連する研修項目は「薬剤の選択（抗生物質、輸液）」「褥瘡処置」「皮膚科領域の診察・処置」「画像評価」等であった。
3) 研修に対する意見
　研修内容に関しては、①「CGA評価、老研式活動能力指標、介護負担感尺度等の身体機能、社会的環境評価等が経験でき、高齢者の総合評価について学習できた。」、②「物忘れ外来の初診や高齢者外来の見学、入院患者の事例を通して高齢者に対する診療の一連の流れを理解しながら研修をすることができた。」「集中的に認知症について学ぶことができた」、③「MRIやSPECTなど、高齢者医療における診療に必要な、画像評価や、医師による診断や治療、薬剤投与や調整などが学習できた。」、④「研修施設の医療者の診療に対する姿勢、認知症診療を含めた総合診療の最前線の基本を経験することができ、また、他施設に行くことにより気持ちの上でも切り替えることができた。」、⑤「患者・家族への指導や、包括的ケア、地域連携などを学ぶことができた」、⑥「研修生の活動の場に合わせた指導や褥瘡などの講義が組まれた」との意見があった。

　研修の継続について、「毎年企画して欲しい」、「短期間であれば自分の休暇で参加できるので、また参加したい」、「高齢者医療は今後真摯に考えなくてはならず必要な学習であり、一度きりでなくフォローアップしてもらいたい」と研修の継続と繰り返しの参加を希望する意見があった。
　研修期間や研修環境に対する意見としては、「5日間でちょうどよく環境もよかった」、「研修室が夜も使用できたので良かった」、「研修施設が遠方である」、「1週間まとめて現場から離れることが、職場や自分に負担となる」などの意見があった。
3．臨床能力評価指標による自己評価結果
　プライマリ領域の養成課程修了生に求められる臨床能力評価指標（7領域・37項目）について、回答は、項目別にA：すぐれた実践ができる、B：実践できる、C：改善を要する、の3段階とした。
平成24年度では、教育課程修了後2年目の参加者のみであり、研修後に自己評価を実施し、研修参加者8名から回答を得た。自己評価の結果では、≪ヘルスプロモーション、疾病予防、治療≫の、「加齢による生理的な変化を考慮した包括的なフィジカルアセスメントを実施する」、「精神状態、社会支援、日常生活を含めた包括的な機能アセスメントを実施する」でB以上の評価が多かった。また、≪看護師－患者・家族関係≫では、ほとんどがB以上の回答であり、≪他職種との連携≫、≪倫理観・態度≫においても、B以上の評価が多かった。

一方、≪ケアプラン作成と治療の実践≫、≪教育指導≫については、実践部分についてC評価が多い領域であった。

平成25年度では、研修前後の評価を行い、研修参加者6名中4名からの回答を得た。研修後に評価が高くなっている項目は、≪ヘルスプロモーション、疾病予防、治療≫領域の6項目のうちの5項目、≪ケアプラン作成と治療の実践≫領域では、6項目のうち3項目、≪看護師－患者・家族関係≫領域では、7項目のうち1項目であった。また、≪倫理観・態度≫領域においては、他の領域と比較してB以上の評価が多く、3項目のうち1項目が研修後に評価が高くなっていた。
4. 研修施設の指導者からの評価や意見
1) 指導医からの意見
研修コース別に研修プログラムを計画、講義や外来の見学等を企画、平成24年度の課題から、画像評価などを講義内容に加えた。また、研修生の背景を考慮して個々の課題にそった対象事例を選定した。研修生はいずれも熱心で、事例をまとめることで、問診・フィジカルアセスメント・検査結果等から臨床推論、医師による診断、治療に至るプロセスを改めて学ぶことで、知識の整理ができ実践に活かせる学びになっていた。　
研修参加者それぞれの現在の職場での活動は個々に違いがあり、研修生が研修で求める内容にも違いがある。研修プログラムを効果的に企画・実施・個別評価に導くためには、事前に評価スケールを用いた自己評価を行い、研修で高めたい能力を明確になるのではないかとの意見があった。

2) 看護部からのコメント

最終のカンファレンスに参加、ケースのプレゼンテーションが臨床推論に重きが置かれていた。高度な臨床実践を行う看護師として対象者をどのように把握しケアを立案していくのか、どのように問題点を挙げるのか、また優先順位をどのように考えるのか、もっと明確にアピールできると良いと感じた。また、研修中に他の看護師とのディスカッションの場を設けることで、より自分たちの役割が見えてくると考える。しかし、短期間の研修では研修参加者から看護師にコミュニケーションをとることが難しいため、研修プログラムに看護師との意見交換の場を設ける必要があるとの意見であった。
D. 考察
1．研修プログラムの内容の検討
プライマリ領域で高度な臨床実践を行う看護師の大学院教育課程を修了した者は、教育課程修了後１年間は、研修医と同等の研修を受ける者が多く、教育課程修了後2年目以降は、病院では病棟や専門外来など、病院以外では、老人保健施設、訪問看護ステーション等と様々な場で活動している。各自がそれぞれの専門性を活かして活動しているが、常に臨床判断を求められる中で、高度な臨床実践を行う看護師としていかに知識・技術を高めていくかが課題である。このため、個々に必要とされる継続教育のニーズには違いがあるが、プライマリ領域で対象となることが多い高齢者に焦点をあて、高齢者の総合診療能力および認知症に特化したコースの2種類として、修了生に希望するコースを選択してもらい、さらに希望のプログラムの取り入れることとした。
研修生の自己評価および指導者の他者評価から、参加した研修生の活動する場は異なるが、プライマリ領域における高度な臨床実践を行う看護師を対象とした高齢者総合診療に関する研修は、効果的であったと考えられる。特に、臨床能力評価指標に示されるような対象を包括的にとらえ、対象のケアプランから治療に至るまで高度な臨床判断に基づく看護実践については、事例を通して具体的に学習することが効果的であったと考えられる。今後は、研修生の個別のニーズを把握し、研修施設の教育リソースを活用した研修プログラムを検討していきたい。
2.　研修方法の検討
1) 研修期間と研修人数
今回の研修方法のメリットは、指導医から直接個別に指導を受けられたことである。１回の研修を少人数にすることで、講義や見学だけでなく、個別の経験に合わせた技術や臨床推論等の指導を受けることができた。しかし、個別指導は指導医にとっては負担がかかることが推察される。できるだけ、5日間の中に内容を凝縮でき、かつ主な講義をe-learningで事前学習とするなど、期間が短縮となるような工夫も必要である。一方、期間は１週間であることから、学べる内容には限界もあることから、修了生の状況や希望によっては、長期間の研修の可能性についても検討する必要性が考えられた。
　研修が少人数制であることは、個別指導ができる点では良いが、研修希望者が増えた場合には、大人数の参加者を受け入れるために研修の回数を増やすこととなり、研修施設および指導者への負担が大きくなる。今回は1名での開催はしないこととし、2名～3名での開催とした。3名での研修は、事例が多くなりメンバー間のディスカッションができることや情報交換の場ともなり、お互いの刺激や気持ちの転換の場ともなっており、良い影響を与えていた。研修の人数を最大何名とするか検討することも必要である。
2) 研修の評価方法
　研修評価の一つとして、臨床能力評価指標を作成し使用した。評価指標を用いることは、研修の目標を示すことができ研修の動機づけとなり、さらに研修の前後での評価を、研修生と指導者の評価を加えることで、振り返りが可能となる。今回は高齢者に焦点をあてた評価指標を作成したが、今後さらに、評価指標の見直しが必要である。
3．今後の課題
1) 研修施設の選定
今回の研修施設は、高齢者医療の研究施設であり、新たな知見と包括的なケアについてモデル的な展開を実施している施設であること、また施設から協力を得られた点が大きい。また指導体制として、指導医はもとより、看護部からも協力を得られたことは、高度な臨床実践を行う看護師としての役割や特徴を踏まえた研修となることができると考えられる。
2) 修了生の継続研修の必要性

　継続研修は様々な分野の最先端の医療など、新たな知見を得る場と機会となっており、また、他の養成機関の修了生との交流や研修施設の医療職者との交流を深め視野を広げる機会となっていた。日々の実践では得られない継続教育の機会の必要性があることが改めて確認できた。
また、養成調査試行事業の教育課程を修了した看護師が高度な臨床実践を必要とする行為を実施にあたっては、看護師には常に臨床的判断が求められることとなる。包括的に対象をとらえ治療・ケアを展開するにあたって、特に、臨床的判断能力をいかに維持・向上させていくのかが課題となる。しかし、病院に勤務する修了生と比較すると、訪問看護ステーションで活動する修了生は、研修の機会や医師にコンサルテーションを受ける機会が少ないのが現状である。
修了生に対する研修の継続や、さらに研修後のフォローアップの希望もあるが、研修の実施には研修施設の協力が不可欠である。今後に研修施設の協力を得て、大学院修了後の年数にかかわらず、研修参加者が個々の希望に応じた効果的な研修ができるよう、研修のあり方を検討していきたい。
E. 結論

平成22年度特定看護師（仮称）養成 調査試行事業実施課程（大学院）のプライマリ領域を修了した高度な臨床実践を行う看護師を対象とした継続研修として、長寿医療研究センターを研修先として１週間（5日間）の研修を平成24年度と25年度に実施した。研修は、修了生にとって、高齢者の総合診療および認知症に関する知識・技術を得て、臨床的判断能力を維持・向上させていくために効果的な研修であった。
プライマリ領域の高度な臨床実践を行う看護師で養成調査試行事業実施課程（大学院）の修了生は、活躍の場がさまざまであり、修了生の希望にそった参加しやすい継続研修のあり方を検討する必要がある。
F. 研究発表

1. 論文発表
　なし
2. 学会発表
第32回日本看護科学学会学術集会 交流集会(2012)

第33回日本看護科学学会学術集会示説(2013)
研究要旨：厚生労働省平成22年度特定看護師（仮称）養成　調査試行事業実施課程（大学院）におけるプライマリ領域の修了生（以下修了生）で、平成23年度特定看護師（仮称）業務試行事業、平成24年度看護師特定行為・業務試行事業の対象看護師を対象に、高度な臨床実践能力の維持・向上のための継続研修のモデルの構築を目指し、国立長寿医療研究センターの協力を得て、研修の企画・実施・評価を行い、今後の継続研修のあり方について検討した。研修は、平成24年度・25年度に実施し、高齢者総合診療、認知症診療の2つのコースを設定、期間は1週間で2~3名の小人数とし、研修内容は１事例のケースレポートを課題とし、個別の研修希望の内容を盛り込んだプログラムとした。また、研修の効果評価として、高度な臨床実践を行う看護師に求められる能力評価指標を用いて研修前後での評価を取り入れた。研修は、高齢者の総合診療および認知症に関する新たな知識や技術を得ることができ、事例をもとにした「臨床推論」に重点をおいた研修内容で満足度が高く、臨床的判断能力を維持・向上させていくために効果的な研修であったと考えられる。プライマリ領域の修了生は活動の場がさまざまであり、今後、修了生のニーズにあった研修内容や研修期間など、継続研修のあり方を検討する必要がある。








